
別紙３  
金山町の給与・定員管理等について  

１ 総括  
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

 区 分   住民基本台帳人口  
     (１８年度末) 

  歳 出 額  
         Ａ

 実質収支  人 件 費
       Ｂ

 人件費率  
  Ｂ／Ａ  

 (参考) 
 17年度の人件費率

 

 18年度                 人 
6,847 

       千円
3,300,274

     千円
80,671 

     千円
780,784

       ％ 
23.7 

               ％
23.6 

 

 
 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）  

 給     与     費   区 分   職員数  
      Ａ   給  料   職員手当  期末･勤勉手当     計 Ｂ

 一人当たり  
 給与費 B/A 

 (参 考 )類 似団体平均

 一人当たり給与費

 

 18年度        人 
80 

     千円 
332,149 

     千円
35,310 

     千円
137,361

     千円
504,820

        千円 
6,310 

 

        千円

5,736 

 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。  
 ２ 職員数は、１８年４月１日現在の人数である。  

 
 (3) 特記事項  
 
 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）  
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    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の  
       給与水準を示す指数である。  

   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を  
    単純平均したものである。  

 
 
 



 (5) 給与改定の状況  
    ①月例給  

 人事委員会の勧告  
 区 分   民間給与  

 Ａ
 公務員給与  

 Ｂ
 較差  

 Ａ－Ｂ  
 勧告  

 （改定率）

 給与改定率  
 (参考) 
国の改定率

 

  
－  

 円
－  

 円
－  

 円
（ － ％）

 ％
－  

 ％ 
－  

 ％

0.35 

 

  （注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス  
 パイレス比較した平均給与月額である。  
 

    ②特別給  

 人事委員会の勧告  
 区 分   民間の支給  

 割合   Ａ
 公務員の  
 支給月数 Ｂ

 較差  
 Ａ－Ｂ  

 勧告  
 （改定月数）

年間支給月数

 (参考) 
国の年間  
支給月数  

 

 
－ 

 月
－  

 月
－  

 月
－  

 月
－  

 月 
－  

 月

4.50 

 

  （注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員  
    の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。  

 
 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）  
    ①一般行政職                                                                           

 区 分   平 均 年 齢  平均給料月額  平均給与月額  平均給与月額  
 （国ベース）  

 金山町  44.0歳 341,100円 409,500円            円 

 山形県  43.3歳 361,300円 424,300円 391,400円 

 国  40.7歳 325,724円       ― 383,541円 

 

  類似団体  42.9歳 322,702円 375,602円 349,221円 

 

                                                                                            
     
  ②技能労務職  

公 務 員 民   間 参考

 

  
区 分 

平 均 年 齢 平均給料月額  
平均給与月額

（Ａ） 

平均給与月額

（国ベース）

対応する民間 

の類似職種
平均年齢 

平均給与月額

（B） 
Ａ/B

 金山町  53.10歳 384,300円 424,800円  404,943円  － － －  －

うち調理員  55.4歳 405,200円 406,450円 406,450円 調理師 40.4歳 242,100円 1.67

うち業務員  56.2歳 405,150円 436,800円 436,800円 用務員 53.9歳 227,200円 1.92

 

うち運転手  51.8歳 367,640円 391,598円 388,340円 自動車運転手 52.8歳 250,300円 1.56

 山形県  42.1歳 324,200円 361,700円 348,200円 － － － 

 国  48.8歳 287,094円      － 320,514円 － － － 

  類似団体  49.0歳 274,483円 291,445円 284,071円 － － － 

 

 

 

 



参 考 

年収ベース（試算値）の比較 
区 分 

公務員 

（C） 

民 間 

（D） 
C／D 

 金山町  － － － 

うち調理員  6,503,200円 3,356,900円 1.93

うち業務員  6,988,800円 3,284,300円 2.12

 

うち運転手  6,213,440円 3,656,800円 1.69

 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成16～18年の三ヵ年

平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用携帯等の点において完全に一致してい

るものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員

においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値

である。 

 
 (2) 職員の初任給の状況（１９年４月１日現在）  

区    分  金山町  山形県   国  
大 学 卒  159,700円  170,200円  170,200円  一般行政職  
高 校 卒  138,400円  138,400円  140,100円  
高 校 卒  134,000円  134,000円  －  技能労務職  
中 学 卒  116,400円  123,900円  －  

 

 
 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１９年４月１日現在）  

     区    分    経 験 年 数 1 0 年   経 験 年 数 1 5 年   経 験 年 数 2 0 年 
 大 学 卒 246,050円 300,400円 347,500円  一般行政職  
 高 校 卒 212,600円 251,600円 303,000円 

 高 校 卒                   円                   円                    円 技能労務職  
 中 学 卒                   円                   円                    円

 

 
３ 一般行政職の級別職員数等の状況  
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）  

 区 分   標準的な職務内容  職員数 構成比

 １ 級  主事・技師 
主事補・技師補 ５人  ８．３％  

 

 ２ 級  主事・技師 １０人  １６．７％

 ３ 級  係長・主任 １２人  ２０％  

 ４ 級  補佐・係長・主任 ９人  １５％  

 ５ 級  課長・補佐 １７人  ２８．３％

 

 ６ 級  課長 ７人  １１．７％

  （注）１ 金山町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  
        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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注） 平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び  
５級をそれぞれ統合）  

(2) 昇給への勤務成績の反映状況  

 人事評価制度導入途中で、人事評価は昇級に反映させていない。 
 毎年１月１日現在において、所属長からの報告により各職員の前１年間の勤務成績を判定し、昇級の号級

数を決定している。 
 勤務成績に著しい不良（懲戒処分等）があった場合や顕著な功績があった場合は、所属長からの報告によ

り町長が判断して、昇級を抑制又は特別に昇級させる。 

 

 職員の手当の状況  
(1) 期末手当・勤勉手当  

山形県   国   金山町  
 １人当たり平均支給額（１８年度） 
        １，６８６千円  

１人当たり平均支給額（１８年度） 
        １，８２６千円

 －  

 （１８年度支給割合）  
  期末手当      勤勉手当  
   ３．００月分    １．４５月分  
  (１．６０)月分  (０．７５)月
分

（１８年度支給割合）  
  期末手当      勤勉手当  
   ２．９０月分    １．４０月分
  (１．５５)月分  (０．７０)月

 （１８年度支給割合）  
  期末手当      勤勉手当  
   ３．００月分    １．４５月分
  (１．６０)月分  (０．７５)月

（加算措置の状況）  
職制上の段階、職務の級等による加算措置 

●役職加算 ５～１５％ 
 

 （加算措置の状況）  
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

●役職加算 ５～１５％ 
●管理職加算 １５～２０％ 

 （加算措置の状況）  
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 
●役職加算 ５～１５％ 
●管理職加算 １５～２０％ 
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1級 
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3級 
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4級 

15％ 

5級 

28.3％ 

6級 

11 7％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  



 
 
 【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）  

  基準日（６月１日、１２月１日）前６ヶ月において、懲戒処分を受けた職員については、成績率に差を設けて手当

額を決定している。 

 
  
(2) 退職手当（１９年４月１日現在）                                             

 金山町  国  
 （支給率）       自己都合  勧奨・定年  
 勤 続 2 0 年      23.50月分  30.55月分  
 勤 続 2 5 年       33.50月分    41.34月分  
 勤 続 3 5 年       47.50月分    59.28月分  
 最高限度額        59.28月分   59.28月分  
 その他の加算措置 早期退職特別措置（2～20％加算）  
 (勧奨退職時特別昇給  50歳以上20年勤続者 4号級)
 1人当たり平均支給額    千円  １９，１４６千円  

  （支給率）       自己都合  勧奨・定年  
 勤 続 2 0 年      23.50月分  30.55月分  
 勤 続 2 5 年       33.50月分    41.34月分  
 勤 続 3 5 年       47.50月分    59.28月分  
 最高限度額        59.28月分   59.28月分  
 その他の加算措置 早期退職特別措置（2～20％加算）

－ 
－ 

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額である。   
 
 
 
 (3) 地域手当 （１９年４月１日現在） 

 

  制度はありません 

 (4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）  

 支給実績（１８年度決算）                        ３１，４２２千円  
 支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）                     1，０１３，６１２円  
 職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度）                            ２４．０３％  
 手当の種類（手当数）  ５   

 手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  左記職員に対する支給単価

危険作業手当  索道維持管理に従事した職員 索道維持管理 月額2,500円  
防疫等作業手当  防疫等作業に従事した職員 防疫等作業 日額300円  
夜間看護手当 看護職員 夜間の看護業務 １回 1,8001円～3,000円

研修手当 医師 医師の業務 １月 400,000円 

医師手当 医師 医師の研修 １月 220,000円～420,000円

 
 
 (5) 時間外勤務手当  

 支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）                    ７，９１６千円  
  職員一人当たりの平均支給年額（18年度決算）                          ６８千円  

 支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）                    ８，２４６千円  
  職員一人当たりの平均支給年額（17年度決算）                          ６９千円  

 

 
 
 
 
 



 (6) その他の手当（１９年４月１日現在）  
 

 手 当 名   内容及び支給単価  
国の制度  
との異同  

国の制度と

異なる内容

   支給実績  
（１８年度決算） 

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（１８年度決算）

扶 養 手 当 
配偶者13,000円 それ以
外6,500円～11,000円 

同  14,962千円  220,029円  

住 居 手 当 限度額27,000円 異 持家の場合 3,736千円  76,244円  
通 勤 手 当 通勤距離に応じ支給 異 距離区分 4,953千円  78,619円  
管理職手当  22,000円～30,000円 異 金額 3,960千円  396,000円  

休日勤務手当  
祝日法による休日等勤 

した場合 
同  0千円  0円  

単身赴任手当  限度額45,000円 同  276千円  276,000円  

宿日直手当 
勤務一回  

20,000円～4,200円 
異 医師の宿直 8,295千円 296,241円 

 

管理職特別勤務手当 
勤務一回 

10,000円～4,000円 
同  0千円 0円 

 寒冷地手当 月 7,360円～17,800円 同  9,028千円 70,528円 
 夜間勤務手当 １時間単価の25％ 同  2,948千円 117,935円 
 

 

５ 特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在）  
 区     分   給 料 月 額 等 

（参考）類似団体における最高／最低額  
  給  
 
 
 

 料  

 市 区 町 村 長
 

 副 市 町 村 長
 
教    育    長 

６５６，０００円  
（８２０，０００円）  
５５８，０００円  

（６２０，０００円）  
５７５，０００円  

（５４７，０００円）

７９８，０００円／４１０，０００円  
 
６２４，０００円／４１０，４００円  

 
        －     円／        －    円  

  報  
 
 
  酬  

 議     長
 

 副  議  長
 

 議     員

３１０，０００円  
                            

２５０，０００円  
                            

２３０，０００円  
       

３５５，０００円／２００，０００円  
 
３１６，０００円／１５４，５００円  

 
３０１，０００円／１３５，５００円  

 市 区 町 村 長
 副 市 町 村 長
 収   入   役

        （１８年度支給割合）  
                    ３．３月分    期  

  末  
  手  
  当  

 議     長
 副  議  長
 議     員

        （１８年度支給割合）  
                     ３．３月分  

 市 区 町 村 長
 副 市 町 村 長
 収    入    役

  （算定方式）        （１期の手当額）       （支給時期） 
820,000円×在職月数×１００分の56.7 22,317,100円  任期毎 

620,000円×在職月数×１００分の33.1  9,850,560円  任期毎 

575,000円×在職月数×１００分の23.6  6,513,600円  任期毎  

  退  
  職  
  手  
  当  

 備   考   
  (注)１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。  
    ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期  

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  
 
 
 
 
 



６ 職員数の状況  
 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  
                                                                     （各年４月１日現在）  

  職  員  数           区 分  
 部 門   平成18年   平成19年

対 前 年
増 減 数

    主 な 増 減 理 由 

議 会
総務企画 
税 務 
労 働 
農 水 
商 工 
土 木 
民 生 
衛 生

１ 
２４  
５ 
 
９ 
２ 
６ 
１０  
５ 

１
２３  
５ 
 
９ 
２ 
６ 
９ 
５

 
△１ 

 
 
 
 
 
△１ 

 
退職による減 
 
 
 
 
 
退職による減 

  一  
  般  
  行  
  政  
  部  
  門  

計  ６２  ６０  △２ 
＜参考＞

   人口１万人当たり職員数 87.62人  
 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 99.98人）

教育部門  １８  １６  △２ 退職による減 

  普  
 
  通  
 
  会  
 

 計  
 

 部  
 

 門  

小   計  ８０  ７６  △４ 
＜参考＞

   人口１万人当たり職員数 110.99人
 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 125.11人）

 

病 院 
水 道 
交 通 
下水道 
その他 

３９  
２ 
 
２ 
６ 

３７  
２ 
 
２ 
６ 

△２ 

退職による減  公  
 営  
 企会  
 業計  
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 ＜参考＞  
   人口１万人当たり職員数 179.64人

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。  
    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。  
 
 
 (2) 年齢別職員構成の状況（１９年４月１日現在）  
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 区 分  
 20歳  
 
 未満  

 20歳
 ～  

 23歳

 24歳  
 ～  

 27歳  

 28歳  
 ～  

 31歳  

 32歳
 ～

 35歳

 36歳
 ～

 39歳

 40歳
 ～

 43歳

 44歳
 ～

 47歳

 48歳
 ～

 51歳

 52歳  
 ～  

 55歳  

 56歳  
 ～  

 59歳  

 60歳
 
 以上

 計
 

 職員数   人  ２人  ６人  １２人  ９人 １０人 １１人 １７人 １８人 ２２人  １６人   人  123人

 
 
 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況  
  ① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標     

平成17年４月１日  
   職員数  

平成22年４月１日

   職員数  
純減数  純減率   

          １３３人            １２３人           △１０人        △７．９５％  

 

                                                                                
                                                                                
    （参考）金山町集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）                

             計画期間  

始 期  終 期  数値目標  
 

平成17年４月１日  平成22年４月１日

 
１２３人（△7.95％）

 

                                                                                
   

 

 

② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要  
                                                                     （各年４月１日現在）  

             区 分
 部 門  

 １７年  
 計画始期  

 １８年
  １年目  

１９年  
  ２年目  

  17年～19年  
      計  

  (参考) 
  数値目標  

  職員数  ６３  ６２  ６０      － ６０  一般行政  
  増 減  －  △１  △２    △３ （100％) △３ 
  職員数  １９  １８  １６       －  １５   教  育  
  増 減  －  △１  △２    △３(75.0％) △４ 
  職員数  － － －       －  －   消  防  
  増 減  － － －        ( ％) － 
  職員数  ４９  ４９  ４７       －  ４６  公営企業  

 等 会 計    増 減  －  ０  △２    △２(66.7％) △３ 
  職員数  １３１ １２９ １２３       －  １２１ 

 

   計  
  増 減  － △２ △６    △８（80％) △１０ 

  （注）１ 計画期間は、１７年～２２年の５年間である。  
         ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。  
  ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以  

    降現年までの職員増減数の累計を示す。  
 


